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はじめに 

 

 オブジェクト指向ＷＧ研究部会は平成６年度に発足し、エンドユーザーの立場からの「オブ

ジェクト指向技 術とは」どのようなものかについて検討を加え、平成７年３月にその結果を中

間報告としてとりまとめた。今年度はこの結果を踏まえ、ユーザーの立場から最も 期待され

るオブジェクト指向の技術である「ビジネス・オブジェクト」を中心に関連技術の最新動向を

調査、検討した。 

（１）ビジネスオブジェクトの進展 

 われわれが「ビジネス・オブジェクト」に着目し、その概念、メリット、技術動向を勉強し、朧

気ながら理 解するに至ってから１年ほどしか経過していない。にもかかわらず、その進展の

勢いは目を見張るものがある。例えば、標準化の面では、ＯＭＧ（オブジェクト マネージメン

トグループ）において OMG Common Facilities のＲＦＰ－４としてビジネスオブジェクトの相互

運用性を保証するための標準モデルが提案されている（図１）。 

 

 

図１ 

 

 このモデルによれば、各業界ごとのビジネスオブジェクト（ＢＯ）の標準が相互運用性を保っ

たＣＯＲＢＡ 環境とコンポーネント相互運用機能の上に提供され、各企業固有のアプリケー

ションプログラム（ＡＰ）はＢＯを必要に応じて組み合わせ、部分追加、変更する ことで構築

可能となる。ＢＯの規定は製造業の分野で特に進んでいる。 

 具体的には SEMATECH 社の提唱したＣＩＭ（Computer Integrated Manufacturing）業務の

フレームワークをベースに標準化が進められている。金融業、通信業のＢＯの標準化のグル

ープも発足し活動中である。 
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 これら標準化の進展を待ちきれないかのように、オブジェクト指向のプラットフォーム上でビ

ジネスオブジェクトを開発し販売するビジネスがすでに始まっている。 

 本報告で紹介しているＰＢＣＳ（ＳＳＡ社）が世界で初めてビジネスオブジェクトを適用した統

合業務パッケージと銘打って昨年末販売を開始したのはその代表例の一つと言えるが、こ

のような傾向は加速度的に広まるものと予想している。  

（２）関連技術の動向 

 ビジネスオブジェクトに関する標準化、製品化がこのように加速度的に進展してきたのは、

オブジェクト指向技術を支える関連技術がようやく成熟し裾野を広げてきたことと呼応してい

る。その意味から、関連するオブジェクト指向技術の動向調査を行った。 

・ オブジェクト指向開発方法論とＣＡＳＥについては、この分野を引っ張ってきた Booch と

Rumbaugh が方法論の統合に合意し、統合方法論に基づく ＣＡＳＥの登場が近いこと、また、

標準化に関してはＯＭＧのオブジェクト分析設計ＳＩＧ（ＯＡＤ－ＳＩＧ）の精力的な活動によっ

て、50 種類を越すと言われている方法論の相互変換を実現するメタモデルの標準化が今年

の秋にも完成する予定であること、などが最も大きな進展であり、オブジェクト指向の分析設 

計、開発がシームレスに、しかも安心して行える時代の到来を感じている。 

・ オブジェクト指向ＤＢについては代表的なオブジェクト指向ＤＢＭＳの製品動向調査を行

っているが、小規模でデータ構造が複雑な分野での適用の他に、大規模 な事務処理分野

への適用を意識したＲＤＢＭＳ機能への接近が顕著な特徴である。オブジェクト指向、分散

化の傾向の中でＯＯＤＢとＲＤＢを適材適所にうまく 活用できる製品と標準が整いつつあ

る。 

・ もう一つ見逃せない技術動向として、インターネットの爆発的な普及とオブジェクト指向を

結びつける鍵となるオブジェクト指向プログラミング言語 Java の出現があり、急遽、調査の項

目として追加し動向のまとめを行った。 

 上記のとおり、ビジネスオブジェクトとその関連技術の進展はこの１年全く目を見張るもの

があり、調査範囲を絞り込めず、オブジェクト指向ＷＧの報告も若干焦点の定まらない調査

報告になったことを反省している。 

 しかし、調査の結果から断言できることは、オブジェクト指向技術は、その頂点に立つ「ビジ

ネスオブジェ クト」さえも、もはや机上の空論や実験室での出来事ではなく、現実のビジネ

スの世界で堂々と使われる技術や製品になっているということである。この１年は そのことを

再確認する１年であったとも言える。同時に、オブジェクト指向技術の動向を調査するという

目的で発足した本検討部会の役目は、これで完了できた のではないかと考えている次第

である。 
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 最後に、本調査に快くご協力いただいた日本電子計算の高橋氏、日本ＩＢＭの沢田氏を

はじめ関係各位に本紙を借りて厚くお礼を申し上げます。 

〈参考文献〉 

・ オブジェクト分析と設計（オブジェクト指向 21 の手法の解説と徹底比較）、アンドリュー Ｔ．

Ｆ．ハット編、トッパン、1995 

・ Object World Expo/Tokyo '95 予講集、1995 年 11 月 
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第１章 オブジェクト指向技術の動向 

 

１．１ オブジェクト指向開発方法論 

（１）はじめに 

 オブジェクト指向の方法論の現状に関しては急速に多くの手法が提案され、その種類は

50 を越え、さらに、それぞれが発展を遂げている段階であり、まさに混沌をきわめている状

況といえる。 

 そこで、この方法論の章では、オブジェクト指向方法論の各世代の概要を述べた後に、各

世代の代表的な手法について簡単に述べることとしたい（なお、ここで述べる世代の捉え方

は羽生田氏の考え方を流用した）。 

（２）各世代の概要 

１）第１世代 

 とにかくオブジェクト指向で設計してみるという思想のもとの方法論であり、開発経験に基

づくというより も、概念レベルでの手法設計で、実装より上流に重点をおいている。記述す

るダイヤグラムもＥＲ図を拡張したオブジェクト図が示されているだけのものが多 い。初期の

Booch、Cord/Youdon がこれに相当する。 

２）第 1.5 世代 

 ダイヤグラムの表現のなさや、開発手順の不明確さなど、第１世代への不満に対応するべ

く、「モデリン グ」という観点を重視し、モデル表現能力を充実するため、視点の異なる複数

のダイヤグラムを採り入れたり、各フェーズの作業手順と成果物の規定を決めた方 法論が

開発された。ＯＭＴ、Shiaer/Mellor、Objectory がこれに相当する。 

  ＊ ＯＭＴ：Rumbaugh 等により開発され、内容も実際の開発事例に関する記述に富み、日

本語訳の出版も早く、現在、日本で最もメジャーな方法論。    

  ＊ Shiaer/Mellor：大規模リアルシステムに適用されていた手法をオブジェクト指向に体系

化した。 

 ＊ Objectory：Jacobson のユースケースの考え方を含んでいる。 

３）第２世代 

 第 1.5 世代では大規模システム開発のための枠組みはモデル概念としては不明確であっ

た。第２世代では クラスカテゴリ、サブシステム、ユースケースなどを組み込み、上記の問題
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への対応とした。また利用経験に基づく改良を行い、より実用化を目指した。 Fusion、ＯＭ

Ｔ２がこれに相当する 

  ＊ Fusion：名前が示すとおり、ＯＭＴ、Booch、ＣＲＣなど、さまざまな手法を融合し、ＨＰが

実開発を基に提案した。 

 ＊ ＯＭＴ２：ＯＭＴの利用経験より、動作記述としてシナリオや事象トレースを採り入れたり、

サブシステム分割が可能になるように改良した。 

４）第３世代 

 従来の方法論の集体成として、記法も仕様もオープンし、分析と設計を一貫してサ ポート

する業界標準を 目指すものである。ＯＭＴの Rumbaugh、ユースケースの Jacobson が

Booch の Rational 社に移ったことにより、より現実化され た。その手法である Unified Method

のバージョン 0.8 がまもなく発表される予定である。詳細については Unified Method の項で

触れたい。なお、記法についてはＯＭＧの中でも検討が進められている。 

（３）Fusion Method（第２世代）について 

 Fusion 法はオブジェクト指向ソフトウエア開発に対して体系的なアプローチを提供するた

めに開発さ れた手法で、要求仕様からプログラムの実装を行うフェーズまでを提供している。

この方法論は、ＯＭＴからオブジェクトモデルとプロセスを、ＣＲＣからオブ ジェクトの交信を、

Booch 法からオブジェクトの可視性を、FORMAL METHODS から事前・事後条件の考え方

を採り入れることにより実現している。 

 ここでは各フェーズの概要と主な成果物のイメージについて簡単に紹介したい。 

１）分析フェーズ 

 分析フェーズではシステムがどのように行うかではなく、何を行うのかを分析する。システム

の実装方法と 分離するためには、実装するマシン側からの観点ではなく、ユーザーの観点

から要求される。そのため分析では、システムの外部に見える振る舞いに関する問題 領域

に着目している。 

①オブジェクトモデル 

 問題領域に存在する概念とそれらの間の関係をとらえることである。クラス、属性、クラス間

の関係を示すものであり、ＯＭＴのそれとほぼ同様のものである。 

②オペレーションモデル 



 

 

 7  

 

 外界とシステム間に発生するシステムオペレーション（入力イベントとそれによる影響）の振

る舞いをモデル化したもので、各システムオペレーションの概要、参照項目、更新項目、出

力先、事前・事後条件などを記述したモデルである。 

③ライフサイクルモデル 

 システムオペレーション間のシーケンスを定義したものであり、このシーケンス順でなけれ

ば、システムは無視し状態を変更しないことになる。基本的にはシナリオより作成される。 

２）設計フェーズ 

 設計フェーズでは分析によって作成された抽象定義を満たすソフトウエア構造を設計す

る。 

①オブジェクト交信グラフ 

 それぞれのシステムオペレーションを実現するためにオブジェクト間でやり取りされるメッセ

ージの順番を決めるものである。このグラフを作成することにより、各オブジェクトのメソッドが

洗い出される。 

②可視グラフ 

 オブジェクト交信グラフではすべてのオブジェクトはすべて相互に認識できメッセージを送

り合うこと が可能であることを前提にしている。可視グラフではシステム中でのやり取りをど

のように実現するかを決めている。つまり、オブジェクト交信グラフ中でのや り取りを必要とし

ているオブジェクトは他のオブジェクトに対してアクセスするために、そのオブジェクトの参照

を持つように設計していくことである。 

③継承グラフ 

 オブジェクトモデル、オブジェクト交信グラフ、可視グラフから、クラス間の関係を見て共通

部分の抽 象化を行うものである。継承グラフはすべてのクラスに対して作成し、すでにここ

までの段階で抽象化されている部分に対して新たに作成したクラスがあれば、 それらにつ

いても作成する。 

３）実装フェーズ 

 Fusion の最終段階で、設計を効率のよい実装に対応させる。複雑な設計上の決定の大半

はすでに行われているので、この変換は比較的簡単である。Fusion 法では、どのように展開

させればよいのかを、コーディング、性能、レビューの３つの局面から述べている。  
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（４）Unified Method（第３世代）について 

  Unified Method は前述のように、見かけだけの違う数多くの方法論を、Booch と

Rumbaugh が方法論ウォーに終止符を打つべく提唱された方法論である。 

 この方法論は、ＯＭＴと Booch 法をベースに他のさまざまな手法からのアイデアを採用して

おり、概念 的特徴としては、メタモデルによるモデル概念の見直しと統一、大規模システム

に対するカテゴリとその階層化、構造・機能・振る舞いの３モデルの統合、オブ ジェクト概念

とユースケースの統合、分析・設計プロセスの詳細化などがあげられる。ここでは、今までの

方法論の中ではあまり述べられていないメタモデルに ついて簡単にその概念を記述した

い。 

 メタモデルとは、何をモデル化できるか、どのようにモデル化するか、を記述しているととも

に、そのシン タックスとセマンティクスを説明している。これの必要性は、作成されたモデル

を再利用するためには、作られるモデルのシンタックスとセマンティクスが共通 のルールの

もとに作成されていなければならないからである。 

 重要なモデルとしては、クラスモデル、オブジェクトメッセージモデル、ユースケースモデル、

状態モデル、操作記述（Use＿case に基づいたシステム記述）、物理モデルがあり、個別の

詳細はともかく、Fusion Method の成果物とカテゴリはほぼ同様である。 

 Unified Method は現時点では、「設計上のモデル・成果物」の標準化を整理しつつある段

階であり、「プロセス」の標準化まではふれていないが、最終的には唯一の普遍的な方法論

を記述しそれを標準化することを目指しているので、今後を見守っていきたい。  

（５）まとめ 

 実際の開発現場でこれらの方法論が利用され、問題点などもフィードバックされて始めて

おり、徐々にでは あるが、実用化の方向に進んでいる。また、幸いなことにメジャーな方法

論が、独自の方向を示すのではなく、お互いの良い部分を吸収し、統一の方向に向かい 

始めているなど、非常にありがたいことである。 

 しかし、利用するわれわれの立場からすると、フレームワークやデザインパターンの有効利

用、ビジネスオ ブジェクトとの関連や、さらにリバース分野での適用などを意識したとき、ど

のように方法論を有効利用すればよいのかの記述がないなど、まだまだ解決しなけ ればい

けない点を多く抱えているのが現状のようだ。  

〈参考文献〉 

(1)統一方法論を使ったオブジェクト指向分析・設計手法（講演会資料）、羽生田栄一 

(2)オブジェクト・オリエンテッド開発方法論：The Fusion Method 、トッパン  
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１．２ オブジェクト指向ＤＢ技術  

（１）オブジェクト指向データベースの概念と適用範囲 

 オブジェクト指向データベース（ＯＯＤＢ）は、第１世代のネットワーク・データベース（ＮＤ

Ｂ）、第２ 世代のリレーショナル・データベース（ＲＤＢ）に代わる、第３世代のデータベースで

ある。従来のデータベースでは扱いにくかったＣＡＤ、ＣＡＳＥ、マルチ メディアのデータが

ＯＯＤＢでは容易に扱うことができるようになった。 

 ＯＯＤＢは、ＣＡＤのようなデータ構造が複雑で比較的小規模なデータベースの処理に適

しており、このよ うな分野での性能の良さはベンチマークテストでも示されている。ＣＡＤでよ

く扱われる複合（complex）データでは、オブジェクト指向 ＤＢＭＳ（ＯＯＤＢＭＳ）はリレーショ

ナルＤＢＭＳ（ＲＤＢＭＳ）に比べて平均して数十倍、対象によっては数百倍高速に稼働する

というテスト結果が報告さ れている（1.2 参照）。 

  ＯＯＤＢＭＳは、基本機能として「オブジェクト」を扱うことができなければなら ない。そのた

めＯＯＤＢは、オブジェクト定義言語ＯＤＬ（Object Definishon  Language）とオブジェクト問

い合わせ言語ＯＭＬ（Object Manipulation Language）を用意している。ＯＭＬはＲＤＢでのＳ

ＱＬに相当する。 

  ＯＯＤＢＭＳは、一般のＤＢＭＳが３大機能としてもっている、メタデータ管理機能、質問処

理機能、トランザクション管理機能をもっており、なおかつオブ ジェクト指向のパラダイムを

サポートするので、基本クラスライブラリ、オブジェクト、クラス、継承、メソッドのオーバーロー

ドやオーバーライドなどの機能 を実現している。 

 さらに、ＯＯＤＢＭＳはＣＡＤやマルチメディアといった先進的応用をこなさなければならな

いので、一般的にバージョン管理、コンフィグレーション管理、チェックイン・チェックアウト機

能、ロングトランザクションなどの機能を有している。これらの機能をまとめて表１－２－１に示

す。 

 

表１－２－１ 
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 日本国内において、ＯＯＤＢの使用はＣＡＤやマルチメディアの分野で適用される場合が

多いが、他にもさ まざまな分野で適用性が試されている。しかしながら、ＯＯＤＢがどのよう

なアプリケーション開発に適し、どのような分野に不適切なのか、現時点で明確な境 界線を

引くことは困難である。 

 ここでオブジェクト指向データベースシステムを理解するためにＲＤＢとＯＯＤＢの違いを見

てみよう。事例として航空機１機の部品展開構造（図１－２－１）を考慮して、それぞれＲＤＢ

とＯＯＤＢに展開してみると（図１－２－２）、（図１－２－３） のようになる。ＲＤＢでは１機の航

空機は複数のリレーションに格納された、複数のタップルの形でしか表現できない。ＯＯＤＢ

では「親」部品がその属性値と して直接「子」部品を値としてとるので、航空機はその構造の

ままデータベース化される。したがってオブジェクト指向アプローチでは、部品展開構造をそ

のまま反映した形で航空機がモデル化されるので、ユーザーにとって理解しやすく扱いや

すい。  
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図１－２－１ 
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図１－２－２ 

 

 

図１－２－３ 
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（２）オブジェクト指向データベースの性能について 

  オブジェクト指向データベースシステムの性能を評価するため、数々のベンチマークテスト

が行われてきた。ここでは米国の Sun Microsystem 社での 001 ベンチマークテストを簡単に

紹介する。 

 このベンチマークテストは、ＯＯＤＢがＲＤＢに比べて、どのくらい性能がよいか調査する目

的で行われ た。テストのために構築したデータベースは２万個の部品（レコード）からなって

おり、１個の部品から３本の結線が出て、他の部品とつながっている。したがってトータル６万

本の結線があることになる。 

 ベンチマークテストは３種類のデータベース操作で行われた。 

 ① lookup ： 部品番号をランダムに指定して、そのレコードを検索する。 

 ② traversal ： 部品番号をランダムに指定して、その部品につながっているすべての部品

データを結線が７段まで求める。 

 ③ insert ： 新たなノードを、そこから３本の結線も含めて挿入する。 

 以上の操作に要する時間を計測してテストが行われた。 

 これらのテストは各々10回繰り返し行い、第１回目のテストをコールド（cold）状態、２回目以

降で テスト結果が定常的になった状態をウォーム（warm）と言っている。通常業務でのクラ

イアント作業をみると、必要なデータを読み込んだ状態で行っている ことが多いことから、ウ

ォーム状態でのテストが重要である。図１－２－４にベンチマークテストの結果の一例を示

す。 
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図１－２－４ 

 

 図中のＴＯＴＡＬは insert、traversal、lookup の総和である。実験の対象となった ＤＢＭＳ

は５つのＯＯＤＢＭＳと２つのＲＤＢＭＳである。図にはそれぞれ最速値がプロットされている。

ウォーム状態でのテスト結果をみると、 traversal で要した時間はＯＯＤＢＭＳでは 0.1 秒、Ｒ

ＤＭＳでは 84 秒となり、性能比はＯＯＤＢＭＳが 840 倍高速ということになる。 

 これは、ＯＯＤＢＭＳではデータが対象の構造をポインタを使って格納されるのに対し、ＲＤ

ＢＭＳではデータが部品表の形で格納され、traversal 処理を行うにはその深さに応じてリレ

ーション結合を行わなければならず、処理に時間がかかっていることによる。  

（３）ＯＯＤＢの課題 

 本節では、現状のＯＯＤＢが抱える課題を列挙する。 

○関連記述能力の不足 

 現実世界をオブジェクトとしてモデル化するためには、さまざまな関連が表現できる必要が

ある。しかし、現状は“has a”、“is a ”等の限られた関連しか表現できない。 

○時間／空間のモデル化能力がない 

 オブジェクト間の時間的、空間的関係をきちんと表現できない（例えば“私は、明日の今頃

には飛行機に 乗って北海道に向かっている”という事象をモデル化できない。これをモデ

ル化するには、飛行機と私が、ある期間だけ関わりをもつということと、“搭乗”と いう空間的
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な関連をモデル化できなくてはならない）。 

 ⇒時間的なモデル化に関しては、参考文献が詳しい。 

○宣言的質問言語が未整備 

  ＲＤＢＭＳに対するＳＱＬのような、問い合わせ言語が整備されていない。 

 ⇒ＯＤＭＧ－93 ではＯＱＬという問い合わせ言語が定義された。今後に注目。 

○標準オブジェクトモデルがない 

 すべてのＲＤＢがコッドが提案したデータモデルに基づいているのとは異なり、オブジェクト

指向データ ベースには基準となるデータモデルがない。  ⇒ＯＤＭＧ－93 ではＯＤＭＧ

準拠のオブジェクト・データベース管理システムがサポートするオブジェクト・ モデルが定義

された。今後に注目。 

○クラスライブラリが未整備 

 

 現状のクラスライブラリは、コンピュータに関連したプリミティブなものばかりであり、ビジネス

での使用に耐える抽象度の高いライブラリが未整備。 

 ⇒ＯＭＧではビジネスでの使用に耐える抽象度の高いオブジェクト、すなわちビジネスオ

ブジェクトの標準化を進めている。 

○オープン化 

  他のＤＢＭＳとの連携や他オブジェクトシステムとの連携が難しい。 

○サクセスストーリの積み上げが必要 

  ある程度以上の規模をもった成功事例が少なすぎる。 

 以上のように課題はあるものの、それに対するアプローチもなされており、状況はどんどん

変わっていくものと思われる。  

〈参考文献〉 

(1)図書館情報大学 増永良文教授 講演資料 

 “オブジェクト指向データベース技術とその応用” 

(2)図書館情報大学 増永良文教授 

 “マルチメディアデータベースと時間”情報処理 Vol.36 No.5 Page.369-377 

  95.05 
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(3)R.G.G.Cattell 編 野口喜洋他訳 

 “オブジェクト・データベース標準ＯＤＭＧ＿93 Release 1.1”共立出版  

（４）オブジェクト指向データベース製品の動向 

 ＯＯＤＢＭＳでは、ＲＤＢでは困難であった「データと手続きとの一体化（カプセル化）」「複

雑なデータ 構造」「豊富なデータ型」などを利用できる。このため、ＲＤＢが大規模でデータ

構造が単純な事務処理に適しているのに対し、ＯＯＤＢは小規模でデータ構造 が複雑なＣ

ＡＤ、ＣＡＳＥ、マルチメディアなどの分野に適していることは、前項（1.2 ）で述べたとおりで

ある。しかし最近、２つのＤＢＭＳは徐々に接近し、それらの間の垣根は低くなり、適用領域

はオーバーラップしつつある。 

 ＯＯＤＢＭＳからＲＤＢＭＳへの接近の仕方には、大きく２つのアプローチがある。 

 １つは、ＯＯＤＢＭＳにＲＤＢＭＳの機能を持たせ、ＯＯＤＢの適用範囲をＲＤＢの適用範囲

にまで広げる とともに、従来のＲＤＢの利用者からの移行を容易にしようとするアプローチで

ある。例えば、UniSQL では、データベースへの問い合わせ言語として ＲＤＢの問い合わせ

言語であるＳＱＬ（Stractured Programming Language）の基本機能を完全にサポートしている

ほか、ビュー、トリガ、整合性制約といった先進的な機能もほぼすべて持っている。また、 

Objectivity/DB、VERSANT も同様にＳＱＬの基本機能をサポートしている。 

 もう１つのアプローチは、ゲートウェイによりオブジェクト指向言語によるアプリケーション・プ

ログラム を内部でＳＱＬに変換し、ＯＯＤＢへのアクセス方法のままで、ＲＤＢへのアクセスを

可能にする方法である。ゲートウェイにより既存のＲＤＢのデータをその まま利用できるよう

になり、利用者は基本的にはＲＤＢＭＳとＯＯＤＢＭＳのデータを一緒に扱えることになる。例

えば、ObjectStore、ONTOS DB ではゲートウェイを通し、ORACLE、Sybase といったＲＤＢＭ

Ｓのデータがそのまま利用可能である。また、UniSQL、 Objectivity/DB、VERSANT もＳＱＬ

による問い合わせにより、既存のＲＤＢＭＳデータへのアクセスが可能である。 

 いずれのアプローチでもＲＤＢの領域に踏み込むためには、高信頼で大規模なデータベ

ースが扱えるよう、 並行処理制御機能、復旧機能、セキュリティ機能といったＤＢＭＳ本来の

基本機能を充実させるとともに、高トランザクションに耐えうる高速処理の必要があ り、ＯＯＤ

ＢＭＳ製品もバージョンアップを重ねるごとにこれらの基本機能が強化されてきている。例え

ば、Objectivity/DB、UniSQL では 高速化の手法として、ＲＤＢＭＳでは一般的となっている

マルチスレッド方式を採用している。表１－２－２に最近のＯＯＤＢＭＳ製品の概要を示す。 

 一方、ＲＤＢＭＳもＯＯＤＢＭＳへと接近してきている。ＩＳＯ（国際標準化協会）とＡＮＳＩ（米

国規格協会）が共同で標準化を進めているＳＱＬの次期仕様である ＳＱＬ３では、オブジェ

クトを定義するための「抽象データ型（Abstract Data  Type）」を導入し、カプセル化機能と
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継承機能のサポートを予定している。ＳＱＬ３をインプリメントしたＲＤＢＭＳ製品の登場も間近

い。 

〈参考文献〉 

(1)宇田川佳久「オブジェクト指向データベース入門」 

   ソフト・リサーチ・センター 1992 年 

(2)「日経インテリジェントシステム別冊：オブジェクト指向データベース」 

   日経ＢＰ社 1994 年 

(3)田中淳「実用性高まるオブジェクト指向ＤＢ」 

   日経コンピュータ pp87-89 1995.7.24 

(4)「日経コンピュータ別冊：最新オブジェクト指向実践ガイド」 

   日経 BP 社、1995 年 

(5)ISO-ANSI Working Draft “Database Language SQL/Foundation(SQL3)” 

    March 1994 

(6)「Introduction to GemStone」 日本電子計算 1995 年 

(7)「ＯＮＴＯＳ」カタログ 日商エレクトロニクス 

(8)「オブジェクト指向データベース入門」 オージス総研 

(9)「ObjectStore 技術解説書 第３版」 

  オブジェクト・デザイン・ジャパン 1995 年 

(10)「オブジェクト指向と VERSANT ODBMS」 ニチメンデータシステム 

(11)「UniSQL オブジェクト・リレーショナル DBMS」 ＮＴＴデータ通信  

（５）ＣＯＲＢＡ環境でのオブジェクト指向データベース 

 本項の目的は、ＯＯＤＢＭＳやＲＤＢＭＳがＯＭＡ（オブジェクト・マネージメント・アーキテク

チャ）の 中にどのように組み込まれようとしているのかを明らかにすることで、オブジェクト指

向を適用したシステムでＯＯＤＢＭＳやＲＤＢＭＳが担おうとしている領 域を推し量ろうとする

ものである。  

１）ＯＭＡの概念 
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 ＯＭＡは、オブジェクト指向技術に関する世界最大の標準化団体であるＯＭＧ（オブジェク

ト・マネージメ ント・グループ）が提唱するアーキテクチャであり、その目的は、分散環境にお

けるオブジェクト間のコミュニケーションを特定のプラットフォームや特定の技 術からは独立

して可能とさせることにある。 

 ＯＭＡでは、ＣＯＲＢＡ（Common Object Request Broker Architecture）と呼ばれるインフラ

ストラクチャが、異機種システム間にまたがる、オブジェクトの移植性と相互運用性とを保証

する。（ 図１－２－５ オブジェクト・マネジメント・アーキテクチャの概念図） 

 

 

図１－２－５ 

 

２）ＣＯＲＢＡ環境でのオブジェクトの永続性確保 

 一般にＣＯＲＢＡ環境のほとんどのオブジェクトは、オブジェクトを生み出したプロセスが終

了しても、そ の状態を保持する必要がある。ＣＯＲＢＡでは、オブジェクトの状態をハードデ

ィスク等の不揮発な記憶装置に格納し、必要に応じてオブジェクトの状態をメモ リにロード

するサービスとしてＰＯＳ（Persistent Object Service)を提供している。 

 ＰＯＳはデータの記憶形態（ファイル、ＲＤＢ、ＯＯＤＢ、ＢＥＮＴＯ等）から独立したインタフェ

ースであるため、アプリケーション開発者は、ＰＯＳを利用することで、記憶形態を気にせず

に永続的オブジェクトを作成することが可能となる。( 図１－２－６  ＰＯＳ の概念図 ）  
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図１－２－６ 

 

３）ＰＯＳの構造 

 ＰＯＳは図１－２－７に示すような４種類のコンポーネントから構成されている。 
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図１－２－７ 

 

・ ＰＯ（Persistent Object） 

    永続性のあるオブジェクトであり一般にサーバーと呼ばれるものに相当する。 

・ ＰＯＭ（Persistent Object Manager） 

   ＰＯからの要求を適切なＰＤＳ（Persistent Data Service）に伝えるルータとしての役割を持

っている。また、ＰＯＭはＰＯとＰＤＳを隔絶することで、新たなＰＤＳのプラグアンドプレイを可

能としている。 

・ ＰＤＳ（Persistent Data Service） 

    特定の記憶形態に依存して実装されているが、インタフェース自体は記憶形態から独

立したものであり、実装を隠蔽している。 

・ DATASTORE 

   ＲＤＢＭＳやＯＯＤＢＭＳのこと。 

  永続サービスの提供者と永続オブジェクトの開発者がこうした枠組みを利用して開発を行

う限りにおいては、特定の技術やプラットフォームに依存しないシステム開発が可能となる。 
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 しかしながら、ＲＤＢＭＳやＯＯＤＢＭＳはパフォーマンスを向上させるため、独自のプロトコ

ルを定め、 ＰＯからの直接アクセスもサポートしている。特にＯＯＤＢＭＳはＣ＋＋の構造体

のような粒度の小さい数百万のオブジェクトを並列に扱うことがその役割であ るため、ＰＯＳ

の枠組みの中では、オーバヘッドが大きすぎて、ＯＯＤＢＭＳのメリットを発揮できない。 

 ＤＤＯ（The Dynamic Data Object）やＯＤＭＧ－93はＲＤＢＭＳやＯＯＤＢＭＳとＰＯがＰＯＭ

を介さずにアクセスするためのプロトコルである。これらのプロトコルはＰＤＳ固 有のプロトコ

ルであるため、こうしたプロトコルを使用しているＰＯは異なる環境では動作しない。  

４）ＯＤＭＧ－93 が提唱するオブジェクトアダプタ 

 オブジェクトアダプタは、ＣＯＲＢＡ環境でサーバー側において、クライアントが呼び出した

オブジェクトを起動し、メッセージを渡す役目を担うコンポーネントである。 

 現状、ＣＯＲＢＡが採用しているＢＯＡ（BASIC OBJECT ADAPTER）は、オブジェクトにメッ

セージを渡すために毎回プロセス間通信を行う。これはフレキシビリティの向上を狙っている

わけであるが、ＯＯＤＢＭＳにとっては、オーバヘッドが大きすぎ、デメリットの方が大きい。 

 そのためＯＯＤＢＭＳの主要ベンダーで構成されるＯＤＭＧ（Object Database Management 

Group）は、オブジェクトデータベースの標準ＯＤＭＧ－93 の中で、ＯＲＢにＯＯＤＢＭＳが管

理しているオブジェクトの一部の参照情報を登録することでＯＲＢからダイレクトにオブジェク

トにアクセスする仕組み、ＯＤＡ(OBJECT DATABASEADAPTER）を提唱している。 ( 図１

－２－８  オブジェクトアダプタの概念図 ） 
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図１－２－８ 

 

５）まとめ 

  ・ ＲＤＢＭＳとＯＯＤＢＭＳはどちらもＣＯＲＢＡ環境で利用可能である。 

  ・ ＰＯＳを利用することでパフォーマンスは犠牲になるが個々のＤＢＭＳから独立したオブ

ジェクトを作成することが可能となる。逆に、オブジェクトの独立性よりもパフォーマンスを重

視し、ＤＢに依存したプロトコルを使用することも可能。 

  ・ オーバーヘッドにはプロセス間通信によるものと、オブジェクトの状態を格納するための

処理（ＲＤＢにオブジェクトの状態を格納するには、オブジェクトの属性値をテーブル構造に

合わせて分解する必要がある）に起因するものがある。 

 最後に主観的なコメントを添える。 

 個々のＤＢＭＳは対象としているオブジェクトのサイズが異なる。すなわちＯＯＤＢＭＳはＣ

＋＋の構造体 のような小さいオブジェクトを数多く扱おうとしており、ＲＤＢＭＳはコンパウン

ドドキュメントのようにサイズの大きな少数のオブジェクトを扱うことを狙っているように思われ

る。 

 この推理が正しければ、着目しているアプリケーション処理に必要なオブジェクトの数の大

小によって、適するＤＢＭＳを選択する必要性や、逆の場合（すなわち利用するＤＢＭＳが決

まっている場合）、設計結果がＤＢＭＳに依存して大きく変わるであろう。 

 具体的には、ワークシートを全体で１つのオブジェクトとしてとらえると、オブジェクトの数は

たかだか１ つでしかないが、個々のセルをオブジェクトとしてとらえると１つのワークシート上

のオブジェクトは簡単に数万件に達してしまい、利用するＤＢＭＳによって は良好なパフォ

ーマンスで永続サービスを提供することが難しくなってしまうことが想像される。  

〈参考文献〉 

(1)Robert Orfali, Dan Harkey, Jeri Edwards 著  “The Essential Distributed Objects 

Survival Guide" John Wiley & Sons, Inc. 

(2)ＯＭＧ編著 オブジェクト・マネジメント研究会翻訳 “オブジェクト・マネジメント・アーキテ

クチャ・ガイド ＯＭＡＧ2.0” 

  オブジェクト・マネジメント研究会 創研プランニング 
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(3)ＯＭＧ編著 工学博士 相磯秀夫監訳 “共通オブジェクト・リクエスト・ブローカ 構造と仕

様 ＣＯＲＢＡ1.1” 

 オブジェクト・マネジメント研究会 創研プランニング 

(4)R. G. G. Cattell 編 野口喜洋他訳 “オブジェクト・データベース標準ＯＤＭＧ＿93 

Release 1.1”共立出版 

 

１．３ オブジェクト指向ＣＡＳＥ  

（１）ＣＡＳＥツールとオブジェクト指向 

  ＣＡＳＥツールは 10 年以上前からいろいろ開発されてきているが、お絵描きツール的なも

のが多かったため大幅な生産性向上には結び付けられず、企業にはあ まり導入されてい

なかった。しかし、オブジェクト指向という概念を得て、今後に非常に大きな期待が持てるよう

になってきた。何故なら、これから開発される であろうＣＡＳＥツールは当然のごとく、そのＣ

ＡＳＥツール自体もオブジェクト指向を使って開発されることが予想される。データと手続きを

カプセル化した オブジェクトという扱いやすい存在を得たことにより、ＣＡＳＥツールはソフト

ウエア開発の上流工程と下流工程をシームレスにつなぐことが可能となる。これ はＣＡＳＥツ

ールの世界では画期的な出来事であり、分析・設計結果からソース・コードを生成し、さらに

リバース・エンジニアリング等を含めたスパイラル型 （ラウンドトリップ型）の開発を可能にす

る夢のような統合ＣＡＳＥツールの誕生を予感させるものである。  

（２）オブジェクト指向ＣＡＳＥの現状 

 オブジェクト指向の開発方法論は上流から下流まで成果物をうまく継承できる特徴を持つ

ことから、 ＣＡＳＥツールはその方法論と併せて提案されている。現在、オブジェクト指向分

析、設計方法論は数多く提案されており、どの方法論も主流になるべく改良や 合体を繰り

返している。方法論の普及度を知るバロメーターの１つがＣＡＳＥツールでの採用の度合とな

っている。また、ＣＡＳＥツール開発側もできるだけ自 社の指示する方法論をメジャーな存

在にするべく方法論の提唱者を自社に取り込み方法論の統一化を図ったりしている。米ラシ

ョナル社はＯＭＴ法のジェーム ス・ランボー氏と Booch 法のグラディ・ブーチ氏に加えて、ユ

ースケース概念を考案したアイバー・ヤコブソン氏までも招きいれ、統一方法論の作成にとり 

かかっている。これにより記述力に優れ設計面に強い Booch 法と、分析から設計、プログラミ

ングまでをフルにカバーはしているがどちらかというと分析寄 りなＯＭＴ法が合体するという、

非常に魅力的な組み合わせが実現したわけである。現段階ではそれぞれに長所短所を併

せ持っている各手法が、各々の長所を取 り込んで進化していくであろう将来の方法論には

大きな期待を寄せることができる。ＣＡＳＥが実用に耐えうるものとなっていくためには、方法

論側もこのよう に改善をくり返し欠点をなくしていく必要がある。 
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  現在、表１－３－１、表１－３－２のようなＣＡＳＥツールが販売されている。技術の進歩によ

り最近ではＰＣで使える商品も出てきているが、現状ではＷＳで稼動するものが主流である。

価格は数十万円から数百万円までのものが大半である。 

 

表１－３－１ 

 
 

表１－３－２ 

 

 

  上表１－３－２にある統合ＣＡＳＥと称している製品は、分析、設計の上流までを統合して

いるわけではなく、実際には統合開発環境（下流の開発工程）を提供しているにすぎない。 
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  これらのツール（上表１－３－１、上表１－３－２）が支援しているのは、図形エディタ、プロ

トタイピング、プログラム生成、リポジトリなどの機能であり、 解析系の機能は、ほんの一部に

存在しているだけである。中にはお絵描きツール的なものや、従来からある構造化分析・設

計を支援していたツールにオブジェク ト指向を付け足したようなツールも含まれている。しか

し数年前と比べれば機能的には増えてきており、Ｃ＋＋や Smalltalk といったオブジェクト指

向 では主要な開発言語については、単にコード生成を行うだけでなく、ソースコードから設

計モデルを抽出できるリバース・エンジニアリングの機能も加わり、双 方向エンジニアリング

の機能を備えた上流ＣＡＳＥツールもいくつか登場してきている。 

  また、上表１－３－１にある上流ＣＡＳＥと位置付けられた製品の中には、他のツールと組

み合わせることによって下流と連携をとれるツールが出てきている。 例えばＯＭＷは Kappa

へ設計情報を渡しシステムの実装までが可能となっている。また、Rose はＯＯＤＢの Varsant

をリポジトリに利用したり、 FORTE や Objectivity/DB のコード生成を行える。このように他社

のツールと連携できるようにする動きも活発になってきている。国内の大手 メーカーもオブ

ジェクト指向の将来性に目を付け開発に乗り出してきているが、国産の方法論もなく、日本

ではまだまだオブジェクト指向に対する意識が低いこ とから、まずは最先端を行っている米

国でツールを育てて日本に逆輸入していこうといった動きもある。  

（３）今後のオブジェクト指向ＣＡＳＥへの期待 

  一般にオブジェクト指向の分析・設計は今までの手法に比べて難しいと言われている。こ

れは方法論自体が未成熟なせいもあるが、やはり世の中にはそんなにお いしい話は簡単

にはないわけで、「どんなに経験の浅いＳＥでも簡単に分析・設計ができる魔法のような手法

などは存在しない」というのが事実のようである。 どんなにＣＡＳＥツールが便利になったとし

ても方法論をマスターせずに分析・設計を行えばおかしなモデルを作り、かえって生産性を

落としてしまうことに なってしまうのである。しかし難しいからといって壁を乗り越えずにあきら

める必要はない。プロトタイピング機能によるスパイラル型の開発が行えるようにな ればシス

テムを簡単に成長させていけるからである。しかし、これからのＣＡＳＥには壁を少しでも低く

するために、単に上流と下流をうまくつなぎラウンドト リップを可能にするという機能以外に、

次のような機能を期待したい。 

 ○リポジトリ 

  オブジェクト、クラス・ライブラリを管理し、部品化再利用を支援 

 ○チーム開発機能 

  大規模なシステムの開発をするときに複数の設計者による開発を支援 

 ○ガイダンス、ナビゲーション機能 

  次の手順の誘導やオブジェクト獲得、クラス・ライブラリ設計を支援 
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  これからは、ビジネス・オブジェクトやエンジニアリング・フレームワークといったオブジェクト

指向の部品もどんどん世の中に出まわってきて、部品を一から 作らずにすむ時代が訪れる

ことから、ＣＡＳＥを取り巻く環境も、より便利な方向に進んで行くことに疑いの余地はない。Ｃ

ＡＳＥが方法論と共に進化し知的な ツールとなったとき、導入する企業は飛躍的に増加し、

初めて実用化の時代を迎えるに違いない。  

〈参考文献〉 

(1)本位田真一、山城明宏「オブジェクト指向システム開発」 日経ＢＰ社 

(2)田中 淳ほか「最新オブジェクト指向実践ガイド」 日経ＢＰ社  

 

１．４ オブジェクト指向言語 Java  

 ここではオブジェクト指向言語として今最も注目され期待されている言語、Java を取り上げ

ることとする。 

 コンピュータの世界におけるキーワードは、「パソコン」「インターネット」である。昨今の価格

競争によるハードウエアの低価格化と「Windows 95」日本語版の発売により、パソコンの出荷

台数は大きな伸びを示している。 

 一方、全世界的規模のネットワーク「インターネット」がビジネスの世界で注目を浴びており、

ユーザー数 も増大、現在では 8000 万人とも言われている。パソコンを使って、インターネッ

トに接続し、世界のさまざまな情報を手に入れたり、自分の作ったものを全 世界に公開する

時代がやってきたことで、ビジネスはインターネットを前提とするようになってきた。 

 インターネット上にホームページを作成するには、これまではＨＴＭＬが使われてきたが、こ

の言語は手軽である反面、絵を動かす、音を鳴らすなどといった複雑なことはできなかった。 

 そこで登場したのが、HotJava というブラウザと、このブラウザの上で動作させることのできる

プロ グラム言語、Java である。この Java の出現により、ＷＷＷ業界は大きく変わろうとしてお

り、これを開発したサン・マイクロシステムズ社は、インター ネットの世界でトップを走るほど

の勢いである。  

( 図１－４－１ 業界標準を狙う 4 大勢力 ） 

 

（ファイルが見つからない） 

図１－４－１ 

 

（１）Java の特徴 
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 Java言語は、SmallTalk、HyperTalk、Ｃ＋＋、Tcl/Tk等と同じような「オブ ジェクト指向プロ

グラミング言語（ＯＯＰ）」である。Ｃ＋＋が持つ多重継承のような、便利だが、あまり需要がな

いような機能をできる限り削除し、スタンド アローンでも動作可能にするために、ベーシック

インタープリターとクラスサポートを約 40ＫＢに抑えてある。また他のＯＯＰ同様、クラスライブ

ラリも用意 されてはいるが、Java の世界では、ＡＰＩ（Application Programming Interface）と呼

ぶ。 

 Java の最大のメリットは、これまで困難とされてきたイベント駆動型のプログラム、いわゆる

「会話型」のプログラムを開発できることにある。その他、Java は次のような性格をもっている。 

 ①単純で無駄がない 

 ②習得しやすい 

 ③開発効率が高い 

 ④中間コードを生成し、実行する 

 ⑤マシンの機種にとらわれない 

 ⑥どのようなプラットフォーム（Windows、AppleTALK 等）でも動作が可能である 

 ⑦複数のアプリケーションを同時に処理できる  

（２）Java 開発支援ツール 

 これまでに述べてきたように、Java はオブジェクト指向言語の中では非常に簡単なイメージ

があるが、 その基本構造はＣ＋＋と同じである。したがって、誰でもが書けるといった言語

ではない。しかし、コンピュータ上に迅速にロードできる非常に小型アプレット （プログラム）

を開発することができるため、ソフトウエアの新手法として注目されており、特にマルチメディ

ア関連製品では Java が必要となってきてい る。これによりプログラマでなくてもプログラムを

開発できる環境が必要となってくるのである。 

 いち早く開発用ツールのリリースを発表したのは「ポーランド社」である。その他、続々と開

発支援ツールが発表されることが予想されることから、誰もが Java を書き、Java アプレットを

作る時代が来るであろう。 

 なお、現在わかっている開発支援ツールは表１－４－１のとおりである。  

 

表１－４－１ 
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（３）Java の可能性 

 Java は 500 ドルパソコンの分野で活躍するであろうと言われている。500 ドルパソコンは機

能を絞 り込んだもので、32 ビットＭＰＵ、８メガバイトの記憶容量程度のもので、これに組み

込むソフトウエアは Java で開発したものが適している。Java に よりパソコンが家電製品やゲ

ーム機と同じ扱いになる時代がやってくる。 

 またイベント駆動型のプログラムの開発が可能となることで、ネットワークの世界にもリアル

性を持ち込むことが可能となってきた。これはビジネスの世界、とりわけ情報を提供するよう

なビジネスにおいては注目に値するものと思われる。 

 Java 言語が普及するにつれ、さまざまな発想でプログラムが開発され、ビジネスの可能性

の枠を大きく広げていくことが予想され、今後の各社の動向に期待したいものである。 

 今回の研究サブテーマである「ビジネス・オブジェクト」では、一体どんな言語が採用される

のであろうか。Java が企業の情報ネットワーク構築に使われることとなるのか等、今後の展開

に注目していかなければならないであろう。  

〈参考文献〉 

(1)「図解 60 分でわかる Java」 伊藤友八郎、河野光雄著 ＰＨＰ研究所 

(2)「あまくち Java 言語」 ＲＥＳＥＴ編 高木和夫著 同文書院 

(3)「Java/HotJava ようこそジャバ・ザ・ワールドへ」 

  菅野政孝編 ＮＴＴデータ通信 Java 研究会著 カットシステム 

(4)「Java/HotJava を知る インターネットの新しい世界」 

  JohnDecember 著 松田晃一訳 ブレンティスホール出版発行 トッパン発売 

(5)「Java 入門」 

  有我成城、衛藤敏寿、佐藤治、白神一久、西村利浩、村上列著 翔泳社 
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第２章 ビジネスオブジェクトの最新動向 

 

２．１ ビジネスオブジェクトの動向 

 ビジネスオブジェクトという言葉は、昨年度の報告にも述べたが、オブジェクトの異種分散

環境での相互運 用性を解決する目的で 1989 年、Ｓｕｎ、ＨＰ、Data General、American 

Airlines などの企業 11 社が設立した非営利のコンソーシアムであるＯＭＧにＢＯＭＳＩＧがで

きあがった 1993 末にでき上がった言葉であり、 「人、物、場所、コンセプトなどビジネス領域

に存在する現実の世界の事象をオブジェクトの形で表現したもの」と言える。 

 なぜビジネスオブジェクトの考え方が出現してきたかといえば、世界的なビジネス競争が激

化する中で企業 が生き残っていくための商品開発、サービス提供の迅速化、高品質化を

支える情報処理システムの構築、導入には、極端なことを言えば、１週間の単位での短期 

化が求められるようになったためといえる。すなわち、これまでのシステム開発の発想を根本

的に転換し、企業の核となるコアビジネス以外についてはすべて、 ビジネスそのものまでも

市場から調達してでも短期にシステムを開発してＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリン

グ）を実現しなければならないとの考え方である。 

 しかし、考え方は理解できるとしても、そんなに急にビジネスオブジェクトが実用化され市

場から調達でき る時代が来ることはないのではないかと考えるのが常識で、われわれも大

いに期待はするけれどもその実用化の時期については昨年度までは同様の認識であっ た。

ところが、今年度１年間、ビジネスオブジェクトの技術動向を追って見ると、オブジェクト指向

技術と、そのインフラの急激な発達により、実用化の速度が 加速され、このビジネスオブジ

ェクトによる社内システム構築の成否が企業の命運を分ける時期が間近に来ているのでは

ないかと考えられるようになっている。 

 現在、どの業種を見ても生産性の最も低い部門は営業・販売・財務・人事など、これまでホ

ワイトカラーと呼ばれる社員が属している部門であることは、指摘されて久しい。 

ホワイトカラーの多くが資料や報告書の作成という本来の仕事ではない間接業務に多くの時

間をとられている が、それらは伝票などの１次情報を機械的に、整理・分類・集計する作業

がほとんどであり、コンビニエンスストアのＰＯＳシステムなどから明かなように、かなりの部分

をシステム化・自動化できる。 

 問題は、システムの構築と保守に必要とされる時間と費用にあった。 

 これまでの手法によるシステムの構築では、これらのホワイトカラーの間接業務をシステム

化するには、構築したシステムから得られる恩恵以上の投資が必要とされた。特に、刻々と
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変化する現実に適応するようにシステムを運用・保守していくためには、システムの 構築に

必要とした以上の投資を要求されることも少なくなかった。 

 しかしオブジェクト技術の発達により、ホワイトカラー業務のシステム化に必要とされるコスト

は劇的に低下することが明らかになっている。 

 米国での石油業界及び半導体業界のオブジェクト指向をベースにしたシステム開発から

発見されたことは、システム構築に必要なオブジェクトの 80％はすべての企業で共通であり、

残りの 15％は同じ業界であれば共通であるということである。 

 つまり、自社の所属する業界にビジネスオブジェクトが構築されていれば、システムの構

築・運用・保守に 必要なコストの 95％までは負担する必要がなくなり、これまでの開発費の

20 分の１にあたる５％の投資により新しいシステムを構築することが可能になると いうことで

ある。 

 これまでは自社の扱う製品や顧客の変化への対応は、情報システムよりも人間の柔軟性

の方が優れていた。 

 しかしビジネスオブジェクトは現実と等価な情報モデルによりシステムを構築しているため、

システムの変更は現実の変化とほぼ同程度でよく、これまでのシステムとは比較にならない

ほどの柔軟性を持っている。 

 したがって、ビジネスオブジェクトを使用すれば柔軟性の高いシステムを低コストで実現で

き、ホワイトカ ラーの生産性を飛躍的に向上させることができる。ビジネスオブジェクトによる

社内システムの構築に成功すれば、ホワイトカラー社員はその本質的な業務のみ に、その

労力を集中できるようになるのである。 

 次に、今後のビジネスの形について考えてみたい。 

 アメリカの大手製薬会社のイーライ・リリー社は、世界 120 か国の拠点にインターナル・ウェ

ッブ・サー バーを置き、社内情報の共有化に成功した。これがイントラ（インターネット版ＬＡ

Ｎ）と呼ばれる思想を確立させ、世界中のどの場所においても情報の強い共 有化（密接な

ビジネス）が可能であることを知らしめた。 

 またインターネットのモールなどからもわかるように、電子ネットワーク上での取引がほとん

どの分野にお いて可能になっている。そして最近話題になっている Java が、その根本から

オブジェクト指向技術によって作られているように、ネットワーク上でのやりと りも、そのほと

んどがオブジェクト化されつつある。 

 したがって、ビジネスオブジェクトの標準化が進めば、取引の多くがその標準化されたネッ

トワーク上の商品オブジェクトによって行われるようになるのではないだろうか。 
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 その場合、ＣＡＬＳなども当然、ビジネスオブジェクトによるネットワークビジネスの一部にとり

こまれてしまうだろう。 

 今後、ネットワークビジネスは商取引の重要な部分となることは間違いなく、自社の商品を

ネットワークにのせたり、有用な商品・情報をいち早く手に入れるためにも、ネットワーク上の

ビジネスオブジェクトを扱える社内システムの構築が必須のものになると考えられる。 

 以上述べたように、ホワイトカラーの生産性を向上させ、ネットワークビジネスによりビジネス

チャンスを拡大し、自社の競争力を維持するためにも、ビジネスオブジェクトによる社内シス

テムの構築を急ぐべき時期に来ている、というのがわれわれの結論である。 

 ビジネスオブジェクトの標準化はＯＧＭを中心としてかなりオープンな形で行われており、

その参加企業や 標準化の進捗を見ても、近い将来、ビジネスオブジェクトがビジネスの中

心となることは間違いなく、ビジネスオブジェクトに対応した社内システムの構築の成 否が

社運を分けるというのも、誇張でもなんでもない。 

 本章では、急速に姿を現し始めたビジネスオブジェクトについて、以下に標準化の動向と

製品化状況についての調査結果を述べる。 

（注１） ＯＭＧ……Object Management Group 

  オブジェクト指向の用語と、４ＧＬの形式と、インタフェース標準において、ベンダー間での

広範囲な同意の確立を意図する、有力企業の集まり。 

事実上の、オブジェクト指向の標準化機構。 

（注２） ＢＯＭＳＩＧ……Business Object Mangement Special Interest Group 

  ＯＭＧの中のビジネスオブジェクトの検討グループ。 

  最新のＯＭＧの体制では Business Object Domain Task Force となった。このＴＦから出さ

れる報告が、おそらく、業界標準のビジネスオブジェクトの規格となる。 

（注３） ＯＭＧの活動状況 

1989 年４月 ＯＭＧ設立     （参加企業 11 社） 

1990 年 末 ＯＭＡＧ 1.0 リリース 

ＯＭＡＧ…Object Mangement Architecture Guide 

オブジェクトモデルと参照モデルを通じて、ＯＭＧの技術理念と路線を定めると同時

に、ＯＭＧにおける仕様化の制度的な手続きを明らかにしたもの。 

1991 年 末 ＣＯＲＢＡ 1.1 リリース 
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1992 年 中 ＯＭＡＧ 2.0 リリース 

1993 年 末 ＢＯＭＳＩＧ設立 

1994 年 末 ＣＯＲＢＡ 2.0 リリース 

1995 年 中 ＯＭＧ Ｊａｐａｎ ＳＩＧ設立 

1996 年現在 ＯＭＧ参加企業 約 500 社 

 

２．１．１ ビジネスオブジェクトの標準化動向  

１）ビジネスオブジェクトの標準化は、ＯＭＧのＢＯＭＳＩＧ（現在はＢＯＤＴＦ…Business 

Object Domain Task Force に組織改正）を中心において精力的に行われている。 

  ＢＯＤＴＦはＯＭＧの Domain in Technology Committee の配下で活動している。 

  本ＴＣにはこの他、 

      ・ Financial DTF. 

      ・ Telecommunication DTF. 

      ・ CORBAmed DTF（以前の Healthcare SIG） 

      ・ Manufacturing DTF 

 等のＤＴＦが設置され、各ビジネス・ドメインごとのビジネスオブジェクトの標準化を進めてい

る。 

  ＯＭＧの標準化は、１つのプロセス（案件）につき１サイクル２～３年で処理されており、標

準として採択された内容も現実的で明確である。 

２）ＯＭＧ共通ファシリティＲＦＰ４（Request For Proposal） 

 ビジネスオブジェクトの相互運用性のための標準化提案を産業界から募集するためのＲＦ

Ｐ：Common Business Objects and Component Interoperability Facility の発行が可決されて

いる。このＲＦＰでは図２－１－１に示すように企業固有の業務が共通ビジネスオブジェクト

（Common Business Object）とドメイン共通ビジネスオブジェクト（Domain Common Facility）を

利用して実現され、ＣＯＲＢＡ環境上で相互運用性を保証されるアーキテクチャモデル（ＯＭ

Ａ準拠）となっている。 
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図２－１－１ 

 

 これまでの流れを見てもわかるように、完全に標準化された規格・仕様に基づいてシステム

構築を行える時代が、すぐに到来することが期待される。 

 

２．１．２ ビジネスオブジェクトによるシステム開発  

１）オブジェクト指向により開発したシステムの汎用性の高さを示す事例として、下記の２つが

著名である。 

  ○テキサス・インスツルメンツ社とセマテック社の協同開発による半導体製造プロセス管理

システム 

 ○油田開発と石油採掘に関係する企業 76 社が参加した、ＰＤＳＣによるビジネス・オブジェ

クト・モデル開発 

 これらはどちらも、同業種の企業が企業の基幹となる大規模システムの開発を協力して行

ったものであり、 オブジェクト指向に基づいてシステム開発を行うならば、各企業の独自性

を損なうことなくシステムの協同開発が可能であることを示している。 また下記の資 料には、

22 個の、実現され、実際に稼働中の（または稼働した）オブジェクト指向によるシステムの著

名な開発事例が掲載されている。 
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 ○「オブジェクト・レッスン」 

   著者：トム・ラブ  訳：寺島哲史 

   出版社：プレンティスホール・トッパン 

 さまざまな資料や出版物を見ても、オブジェクト指向による開発の生産性の高さと、開発さ

れたシステムの柔軟性や再利用性の高さが現場の担当者から報告されている。 

２）ビジネスオブジェクト構築ツールの動向 

 ＣＯＲＢＡによる分散オブジェクト実行環境を待たずに、ユーザーインタフェース、ビジネス

プロセス、 データベースアクセスの３つの処理を完全に分離し、柔軟かつオープンなシステ

ムの構築を実現する３層（3-tired）アーキテクチャのアプリケーション を 容易に構築可能と

するオブジェクト指向開発ツールが台頭している。米 国 Forte 社の Forte、Dynasty 社の

Dynasty などがその先駆 者であるが、マイクロソフト社の Visuls Basic 等のＧＵＩ構築ツール

メーカーやOracle社のOracle等のＲＤＢＭＳソフトメーカーもこぞって３層構築のための機能

の追加を宣言している。 

 Visuls Basic の普及とともにＧＵＩ部品市場が形成されたように、ビジネスオブジェクトはオブ

ジェクト指向と３層アーキテクチャをサポートし、市場占有率が高く、デファクト標準と見られる

ＡＰ構築ツール群の上で構築され、市販、流通することが予想される。 

 米国では 10 年以上前からオブジェクト指向による開発の成功事例が、規模の大小に関わ

らず、数多く伝えられている。 

 日本でもオブジェクト指向に基づいてシステム開発を実施する時期にきているのではない

かと思われる。 

 

２．２ 基幹業務パッケージソフトへのビジネスオブジェクト適用 

（１）ビジネスオブジェクト適用の背景 

１）ビジネスオブジェクトのコンセプトとパッケージソフト導入の目的 

 ビジネスオブジェクトは、昨年のオブジェクト指向ＷＧの報告書にあるように、ＢＰＲ（ビジネ

ス・プロセ ス・リエンジニアリング）を実施する企業の中で、激しい企業間競争に打ち勝つた

めの戦略策定の中から出てきた話である。つまり差別的有利性を発揮すべきコ アビジネス

にシステム開発を含んだ経営資源を集中化させるが、コアビジネス以外は特徴を出す必要

はなく廉価に処理、システム化できるならビジネスプロセス まで市販品を購入してくればよ

いという考えが、ビジネスオブジェクトという概念が発生した原点である。ただ、この考え方は

企業が基幹業務パッケージソフト を導入するときの動機と同一の考えである。そういう意味
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において、廉価に早く対象業務のシステム化を行うことが目的であり、ビジネスオブジェクト

の適用が 目的ではないことは当然である。 

２）パッケージソフトへのビジネスオブジェクト適用でメリットとデメリット 

①パッケージソフト開発側にとって 

 パッケージソフト会社にとってのメリットとしては、カスタマイズが柔軟にできることを最大の

セールスポイントとすることが可能と思える。そこではコアビ ジネスに近い部分でカスタマイ

ズが多くなるモジュール、例えば生産管理モジュールなどでの適用が一番メリットが大きい

のではないかと思う。また販売・物流 でも企業により千差万別のビジネスプロセスを持って

おり、オブジェクト指向によるパッケージソフトはメリットが大きいと言われている。 

②パッケージ導入企業にとって 

 ビジネスオブジェクト適用のパッケージ導入による最大のメリットは、パッケージのカスタマ

イズの容易さとシステム変更に対して柔軟な対応が可能な点にあ ると言えるだろう。またカ

スタマイズ及びシステム変更がない業務としては会計業務などに限定されると言え、パッケ

ージの導入に関してビジネスオブジェクト 適用のパッケージソフトを採用することは大きなメ

リットとなるだろう。 

 次に、世界で初めて統合業務パッケージソフトに対してビジネスオブジェクトを適用したと

いわれている、System Software Associates, Inc（以下ＳＳＡ）によるパッケージソフト「BPCS 

Client/Servert（以下ＢＰＣＳ）」を紹介する。 

（２）ビジネスオブジェクト適用のパッケージソフト「BPCS Client/Server」 

 パッケージソフト「BPCS Client/Servert」はＳＳＡ開発、販売（国内ではＳＳＡジャパン Ltd が

販売）している統合業務パッケージソフトであり、生産管理、物流管 理、販売管理、財務・会

計が適用範囲である。以下、ＢＰＣＳのシステムアーキテクチャを中心に説明する。 

１）ＢＰＣＳシステムアーキテクチャの特徴 

 ＢＰＣＳの Client/Server を基礎としたアーキテクチャの特徴は次の４点である。 

①メッセージ・ベースの分散オブジェクトアーキテクチャ 

 

②ＯＲＢ（オブジェクト・リクエスト・ブローカー）ベースのシステムとして、業界標準であるＣＯＲ

ＢＡ準拠分散オブジェクトサービスを基盤としたシステムアーキテクチャ 

 

③リポジトリをベースとしたシステム生成 

  ビジネスオブジェクトとしてのオブジェクト、ビジネスルール、データモデルをリポジトリとし
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てオペレーティングシステム、データベース、クライアント環境から独立させて管理され、その

リポジトリから実行モジュール、データベース生成が行われる。 

 

④第２世代の Client/Server テクノロジーの利用 

 エンタープライズシステムの多量なトランザクションにも対応可能な Client /Server モデル

を提供する。そこではクライアントとデータベース間におけるビジネスロジックを適切な分散を

行うことが可能なシステム構成である。 

２）ＢＰＣＳのオブジェクトモデル 

 ＢＰＣＳの Client/Server アーキテクチャでの基盤となることはオブジェクト指向であることで

ある。ここでは、重要な要素である分散コンピューティングを意識しないでアーキテクチャを

分類、説明する。 

  ①ＢＰＣＳのオブジェクトレイア 

 ＢＰＣＳのオブジェクトモデルは、企業活動で存在する人・場所・物をオブジェクトとしてモデ

ル化す る。そしてその振る舞いがカプセル化されたエンティティが、企業活動をコントロー

ルし起きたことを記録する。ただ、ビジネスオブジェクトとして大事なの は、ユーザーの日々

の仕事で使っている物のイメージでビジネスオブジェクトを扱うことができることである。そこ

でＢＰＣＳでは、ビジネス・オブジェクト・ レイヤとインフォメーション・エンジニアリング・レイヤ

の２つのレイヤ分けが行われている。 

 ビジネス・オブジェクト・レイヤは、ユーザーの概念ビューとして定義される。それはユーザ

ーの端末 操作や処理中の状態管理に対して責任を持つレイヤであり、クライアントワークス

テーションに配置される。次にインフォメーションレイヤは、企業資源の ビューとして通常Ｅ

／Ｒモデルとして定義される。このレイヤは通常サーバーに配置され、企業資源の管理と保

護に責任をもつ。また、このレイヤだけが資源管 理（ＲＤＢなどのシステム資源）に対してア

クセスが可能である。 

 ユーザーのビジネスオブジェクトのイメージは、インフォメーション・エンジニアリングとして

の Ｅ／Ｒモデルではなく、クライアントに存在するビジネスオブジェクトモデルである。例とし

て売り上げオーダーの場合、Ｅ／Ｒモデルでは顧客やアイテムと いった多くの関連を持っ

た複合的なエンティティの組み合わせで定義されるが、ユーザーにとってはヘッダーの情報

と行がアイテムで埋められた売上フォームそ のものである。( 図２－２－１ BPCS 

Client/Sever Business Object Models and E/R Models ) 
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 図２－２－１ 

 

  ②共有サービス領域におけるインフォメーション・エンジニアリング 

 共有サービス領域（Shared Service Domain）は、ビジネスエンティティ（人、場所、物など）、

属性（オブジェクト固有の属性）、要素（オブジェクト間で共有可能な属性）、関連により構成

されたレイヤとして位置づけられている。(   図 2－2－2 ＢＰＣＳ Client/Sever Class 

Hierarchy )  

 

 
図 2－2－2 
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 特に「関連」は、企業のモデル化に対してビジネスエンティティ間の定義をする基盤となる。

「関連」 は、論理的な仕事の単位やトランザクションを含んだ複合オブジェクト階層の構成

定義として、またビジネスプロセス（例えば、オーダー明細が品目を参照す る）の中でのエ

ンティティ間の相互作用の結合も「関連」が行う。 

 ほとんどのオブジェクト指向方法論では、次の３つのモデル化を行っている。それは、クラ

ス化モデル （The Classfication Model）と関連モデル（The AssociattiveModel）と集合モデル

（The Assembly Model）である。単純化を目的にしたＢＰＣＳの「Application Framework」では、

その関連モデルと集合モデルを統合したものであり、それが「関連」タイプの１つである「集

約（Contained-in）」を 実現させる。さらに、集約エンティティとエンティティを含んだ「関連」と

の間と、ビジネスプロセスに関係のある「関連」のトリガーを、間接的な「関連」と させる。例と

して、キャンセルされた顧客への販売オーダーの在庫を戻したいときを考える。まず顧客の

販売オーダーがキャンセルされる。そのときは顧客への 販売オーダーが明細行の複数アイ

テムを含んだ関係があることから、顧客の販売オーダーとアイテムの在庫を関係づけること

ができ、在庫の処理を行うことが可 能となる。 

  ＢＰＣＳの「Application Framework」は、構成（Composition）と参照 （Reference）の「関連」

の抽象化クラスを提供している。まず、構成の「関連」 とは、複合的なオブジェクト（仕事のあ

る一塊や処理方針などを含む）の階層構成として定義される。例えばオーダーヘッダーがオ

ーダーの明細行の内容を含ん でいるような構成の「関連」である。参照の「関連」は、ビジネ

スプロセスの中で相互作用だけがあるような（構成される関係ではない）エンティティ間の関

連 として定義されている。それはオーダーの明細行と品目マスターとの間の参照の関連が

それにあたる。 ( 図 2－2－3 Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｅｎｔｉｔｙ Ｒｅｓａｉｏｎｓｈｉｐ ） 

 

 

 図 2－2－3 
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  ③プレゼンテーション領域におけるビジネスオブジェクトモデル 

 ＢＰＣＳにおけるビジネスオブジェクトモデルは、ユーザーが直接操作してもよいオブジェク

トである。またビジネスオブジェクトビューは、ビジネスオブジェクトを含んだ情報をただ表示

するだけのＧＵＩのウィンドウである。 

 次に、ビジネスオブジェクトの共有サービス領域におけるエンティティとの関係では、ビジネ

スオブ ジェクトビューへ表示している情報の更新の仲介役を担っている。そこでは共有サー

ビス領域から送られてきたデータは、通常、クライアントワークステーショ ン上にキャッシュさ

れた状態である。そしてユーザーがビューを通じて更新のアクションをとったときには、ビジ

ネスオブジェクトモデルが更新トランザクショ ン生成を行う。 

３）ＢＰＣＳのメッセージング・アーキテクチャ 

 ＢＰＣＳのメッセージングの基盤は、特徴でも触れているようにＯＲＢベースのＣＯＲＢＡ準拠

分散オブ ジェクトサービスとして実現されている。ビジネスオブジェクト間のすべてのインタ

フェースにはメッセージングが利用されており、アプリケーションの柔軟性 を実現している。

そこではオブジェクト間のメッセージのやり取りは、マシンが異なってもプラットホームが異な

っても行うことが可能であり、オブジェクトが 完全にカプセル化されている。 

（ 図２－２－４  Distributed Messaging Between Objects )  

 

 
図２－２－４ 
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４）ＢＰＣＳの分散オブジェクト・アーキテクチャ 

 ＢＰＣＳの分散オブジェクト・アーキテクチャは、次の３つに分割される。 

①プレゼンテーション領域（ＰＬＤ：The Presentation Logic Domain） 

②共有サービス領域（ＳＳＤ：The Shared Service Domain） 

③資源管理（The Resource Manager） 

 これは一般的にＣ／ＳＳモデルとして３階層構造と呼ばれているアーキテクチャである。ＰＬ

Ｄはユーザー の操作と作業中の状態の管理が対象範囲である。またＳＳＤは企業の資源

管理が対象範囲である。最後に資源管理はデータの永続記憶としてのリレーショナル・ デ

ータベースである（ただしＢＰＣＳ提供のコンポーネント範囲は、プレゼンテーション領域と共

有サービス領域となる）。 

  ①プレゼンテーション領域（ＰＬＤ：The Presentation Logic Domain） 

 ＰＬＤは、アプリケーションの構成とシステム基盤の構成からなっている。(   図２－２－５ 

BPCS Client/Sever Distributed Objects Architecture)   
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図２－２－５ 

 

 アプリケーション構成は以下４項目で構成されている。 

ⅰ）ビジネス・オブジェクト・モデル   ビジネスオブジェクトとして制御の中心部分。ユーザ

ーはこのモデルを通じてサーバーに対してのデータ要

求や更新トランザクション生成などを行う。 

ⅱ）ロジックのＧＵＩビュー   このビューはウィンドウ全体とウィンドウ部品の管理を

行う。ウィンドウとしてはユーザーのアクション（例えば入

力フィールドにデータを入力したり、メ ニューを選択し

たりするアクション）に対して応答する。またサーバーへ

応答を求めないようなビジネスロジックもその対象であ

る。 

ⅲ）アプリケーションデータの要素   要素はユーザーの入力するそれぞれのウィンドウ部品

が保証する範囲や正しいフォーマットで保証されたもの

である。 

ⅳ）未完成（コミットされていない状態）

データ 

  サーバーから送られてきたデータは、意味のあるデー

タストリームとして、メモリーやローカルファイルにキャッ

シュされる。またユーザーがビューを通じて変更した場

合は、キャッシュデータの更新も行うことと、更新、削除、

追加された状況の管理も行う。 

  ユーザーが未完成データに対して更新する操作を行

うと、キャシュされている未完成データを通じて、関係す

るデータオブジェクトを生成する。その生成された オブ

ジェクトがサーバーを通じて更新トランザクションに応答

する。この更新トランザクションはアクションを付加して未

完成のデータの管理下のデータを含ん でいる。そして

この更新トランザクションはサーバーのトランザクションオ

ブジェクトに対する更新トランザクションメッセージを送

信し、対応するビジネスエ ンティティにルーティングさ

れていく。 

  ②共有サービス領域（ＳＳＤ：The Shared Service Domain） 

 ＳＳＤ（The Shared Service Domain）は、複数ユーザーに共有されているビジネスやプロセ

スに対しての責任がある。ここではメソッドとして次の４点がある。 
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  ⅰ）データの回復処理 

  ⅱ）データベースの更新と制御方法 

  ⅲ）イベントドリブンのトリガー確実な実行 

  ⅳ）ワークステーションで実行されたユーザーのプロセス 

 またＳＳＤにおけるアプリケーションのコンポーネントとして次の５点がある。 

  ⅰ）ビジネスエンティティ 

  ⅱ）関連 

  ⅲ）トランザクション 

  ⅳ）要素 

  ⅴ）データベース 

 最後にＳＳＤのシステム基盤として次の７点がある。 

  ⅰ）アプリケーションコンポーネントのベースクラス 

  ⅱ）メッセージメカニズム 

  ⅲ）データベース抽象化 

  ⅳ）オブジェクトライフサイクル管理 

  ⅴ）ネーミングサービス 

  ⅵ）イベントサービス 

  ⅶ）ＯＳサービス抽象化 

５）ＢＰＣＳのオブジェクト指向性の評価 

 ビジネスオブジェクトがオブジェクト指向な製品であるか否かについての評価基準の１つと

して、以下のオブジェクト指向の特徴的３要素で評価したい（表２－２－１）。 ただし、この評

価要素は、あくまでオブジェクト指向的か否かの評価であり、ビジネスオブジェクト利用に対

する効果の評価ではないことは認識していただきた い。 ＢＰＣＳでは、表に示した３要素の

すべてが実現されている。継承については、提供されたクラスをユーザーがＧＵＩ開発ツー

ルによりサブクラス化して 再利用可能である。またカプセル化はメッセージングで、特にビジ

ネス・オブジェクト間ではメッセージングを利用することで実現されている。 

 

  



 

 

 43  

 

表２－２－１ 
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